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１．継続事業の前提に関する注記

該当なし。

２．重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有有価証券・・・償却原価法（定額法）によっている。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品の期末実地棚卸高により、最終仕入原価法で評価している。

（3）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・建物は定率法及び定額法、什器備品は定率法によっている。

無形固定資産・・・・・定額法によっている。

（4）引当金の計上基準

貸倒引当金・・・・・・債権の貸倒による損失に備えるため、税法基準により算出

　　　　　　　　　　　した繰入限度額内の額を計上している。

退職給付引当金・・・・職員の退職給付に備えるため、当期末退職給与の自己都

　　　　　　　　　　　合要支給に相当する額から、中小企業退職金共済事業負

　　　　　　　　　　　担退職金を控除した額を計上している。

役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

　　　　　　　　　　　要支給に相当する額を計上している。

賞与引当金・・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

　　　　　　　　　　　当期に帰属する額を計上している。

（5）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

（6）リース取引の処理方法

①リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

未経過リース料期末残高相当額

３．会計方針の変更

該当なし

1,166,757 1,328,748 2,495,505

財務諸表に対する注記

項目 １年以内 1年超 合計

未経過リース料
期末残高相当額

（単位：円）
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４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

投資有価証券

定期預金

特定資産

退職給付引当資産

役員退職慰労引当資産

減価償却引当資産

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定財産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

投資有価証券

定期預金

特定資産

退職給付引当資産

役員退職慰労引当資産

減価償却引当資産

６．担保に供している資産

該当なし。

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

建　　　　物

什 器  備 品

無形固定資産

科    目

小　　計

当期末残高

15,000,000-           

当期増加額

10,000,000  15,000,000

当期減少額前期末残高

5,000,000

10,000,000 010,000,000  -           

10,000,000  15,000,000

10,000,000  

74,468,196

244,360,218

小　　計

122,855,008

100,720,958

科    目

小　　計

小　　計

合　　計

15,000,000

科    目

141,463,646

3,960,000

48,035,450

0

15,000,000

126,463,646

39,401,653

減価償却累計額

204,958,565合　　計

31,129,732

合　　計 139,120,139 － 63,035,450 76,084,689

当期末残高取得価格

5,917,894

2,354,027

94,803,064

18,430,22520,784,252

91,725,276

5,737,500

－

－

当期末残高
（うち指定正
味財産からの

充当額

15,000,000

－

－

－

－

48,035,450

－

－

－

－ 48,035,450

－

－

124,120,139

48,035,450

70,347,189

5,737,500

14,321,268

－

15,000,000

6,664,775

16,664,775

2,543,768

0

70,347,189

5,737,500

0

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

48,035,450

0

6,664,775

－

1,777,500

（うち負債に
対応する額）

124,120,139

139,120,139

（うち一般正
味財産からの

充当額

4,321,268

76,084,689

70,347,189
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８.保証債務等の偶発債務

該当なし。

９.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし。

１０.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし。

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし。

１２．関連当事者との取引の内容

当該公益法人を支配する法人

独立行政法人日本原子力研究開発機構

茨城県那珂郡東海村村松４番地４９

９２０，０６４，９５８，６６３円（平成26年3月31日）

　原子力に関する基礎的研究及び応用の研究並びに核燃料サイクルを確

立するための高速増殖炉及びこれに必要な核燃料物質の開発並びに核燃

料物質の再処理に関する技術及び高レベル放射性廃棄物の処分等に関す

る技術の開発の開発を総合的、計画的かつ効率的に行うとともに、これ

らの成果の普及等を行い、もって人類社会の福祉及び国民生活の水準向

上に資する原子力の研究、開発及び利用の促進に関すること。

議決権の所有割合 なし

１名

（1）事業に必要な大型の研究施設等については、賃貸借契約により借り

　　受けている。

（2）事業収入の４４．２％を占めている。

１３．重要な後発事象

該当なし。

属  性

１１，３６７，２８２円

法人等の名称

事業の内容

資産総額

住  所

１３，３８１，６７１円

１２４，２７２円

期末残高

未収入金

未 払 金

一般事業収入

関係内容

役員の兼務等

１７６，１５４，８３７円

事実上の関係

取引金額

事業費・賃借料
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